サルコジ政権における軍事介入 : リビアとコートジボワールを事例として by 山本 健太郎 & Kentaro Yamamotou
は じ め に
2011年２月15日, リビア第二の都市, 北東部ベンガジ (Benghazi) に
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はじめに
１ リビアにおける軍事介入
(1) ｢保護する責任｣ と介入過程 (2) 軍事作戦の展開
２ コートジボワールにおける軍事介入
(1) 選挙後の混乱と介入過程 (2) 軍事作戦の展開
３ 二つの軍事介入とその意義
(1) リビア介入の理由 (2) コートジボワール介入の理由
おわりに















ル活動 (UNOCI) が安保理決議1975に基づき, 実質的な首都機能を備え
る最大都市アビジャン (Abidjan) のローラン・バグボ (Laurent Gbagbo)




態を, ｢国際の平和と安全に対する脅威｣ であると位置づけ, 国連憲章第
７章に則り, ｢市民保護｣ のために ｢必要なあらゆる手段を講じる｣ こと
を要請した｡ サルコジは共同提案をした際, ｢アビジャンで重火器が使用
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(１) 決議では10ヵ国 (フランス, 米国, 英国, ガボン, コロンビア, ナイ
ジェリア, ボスニア・ヘルツェゴビナ, ポルトガル, 南アフリカ, レバノ
ン) が賛成に回り, ５ヵ国 (ロシア, 中国, インド, ドイツ, ブラジル)
が棄権した｡










Heisbourg) は, ｢これは全く新しいことである｡ 理由は異なるが, 三つの
戦争を同時に展開している｡ 私の記憶ではこのようなことはかつてなかっ
た｣ とこれら一連の軍事展開が ｢例外的｣ であったことを指摘している
(３)
｡




の点に関して, 欧州外交評議会のダニエル・コースキー (Daniel Korski)
は, ｢アフガニスタンは長い間, フランスのための戦争ではないと感じて
いた｣ として, アフガニスタンにおける軍事活動は ｢主に同盟における義
務を果たす｣ ための動きであったと論じている｡ だが, アフガニスタンに
おける軍事作戦に参画しつつ, サルコジはさらに二つの軍事作戦を自ら主
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(３) Alert Net, March 25, 2011. (2012年７月23日アクセス)
(４) Guardian, April 6, 2011. (2011年４月７日アクセス)
(５) The New York Times, April 5, 2011. (2012年７月21日アクセス)











最終的に ｢保護する責任｣ という論理に基づき ｢レジーム・チェンジ｣ に
至った軍事作戦が, フランスや米国など介入側の如何なる認識によって遂
行されたのかという点に注目して検討する｡ 第２章では, コートジボワー
ルにおける軍事介入について分析する｡ 検討の際には, 前章と同様に ｢保
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(７) ｢保護する責任｣ とは, ｢国家主権は人々を保護する責任を伴い, 国家
がその責任を果たせない時には, 国際社会がその責任を代わって果たさな
ければならない, そして, 国際社会の保護する責任は不干渉原則に優先す
る｣ という考え方である｡ 川西晶大 ｢保護する責任とは何か｣ 『レファレ
ンス』 2007年３月号｡
市へも拡大した｡ こうした民衆の動きは, 中東地域における民主化運動,





隊はベンガジへと迫った｡ こうして, リビア国内の緊張が高まる中, ３月
17日, 国連安全保障理事会は武力行使を容認する決議1973を採択した｡
これにより, リビア市民の保護を目的とした多国籍軍の軍事作戦が開始さ





まった EU (欧州連合) や, アラブ諸国の代表者との緊急首脳会議後に会
見を行い, ｢現在, 我々の戦闘機はベンガジで空爆を阻止する行動を取っ
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(８) 米国が国民評議会を正統な政府と認めるのは2011年７月15日, 英国は
７月27日であった｡




国連の潘基文 (Ban Ki-moon) 事務総長は, ３月21日付の 『朝日新聞』





介入の目的は ｢カダフィ政権の打倒｣ ではなく, ｢市民の保護｣ であるこ
とを強調した上で, ｢リビアが [保護する責任の] 初めての実践例で非常
に意義がある｣ と述べ, 今回の軍事作戦を評価した｡




りだ｣ と述べ, ｢保護する責任｣ の範囲内でアメリカは軍事作戦に関与す
る意向を示した
(12)
































(13) Euobserver, March 25, 2011. (2012年11月23日アクセス)
中で, ｢安保理決議1973の目的である, 攻撃の脅威から市民の安全が保障
された時にのみ, 軍事作戦は終了することになる｣ と述べた上で, ｢我々
は, リビアを軍事的に占領するつもりは全くない｣ として, 今回の作戦が
｢保護する責任｣ という目的に則したものであることを強調した｡
以上のように, 軍事作戦の初期段階において介入側は, 第一義的に ｢保
護する責任｣ に基づく行動であることを強く主張していた｡ ただその一方
で, フランスは早い段階で反政府派である ｢国民評議会｣ を正統な政府と
して承認するなど, ｢レジーム・チェンジ｣ を想定した動きも認められた｡








あり, 米国は参戦の決断をする｡ そして, ドイツのシュトゥットガルトを












ブシャール (Charles Bouchard) 空軍中将 (カナダ) が戦闘を指揮し, 全
体の指揮命令統制は, SHAPE (NATO欧州連合軍最高司令部) のジェー
ムズ・スタブリディス ( James Stavridis) 司令官 (米国) が担うことになっ










とに苛立ちを募らせていた｡ ４月12日, フランスのアラン・ジュペ (Alain
) 外相は, 攻撃が ｢不十分である｣ ことから ｢NATOはその役割を
十分に果たさなくてはならない｣ と訴えた｡ 英国のウィリアム・ヘイグ




米国は指揮権を NATOに移譲した後, インテリジェンスや兵站, 空輸
などの任務を担いながらも, 空爆については限定的なものを除いて参加を
控える方針を取っていた｡ また, 仏英両国外相が不満を述べたように, 多
くの同盟国が軍事作戦に関与しておらず, この時点で空爆に参加していた
国は米国を除いて, 仏英両国とベルギー, カナダ, デンマーク, ノルウェー
の６カ国に留まっていた
(17)
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(15) 『毎日新聞』 2011年４月11日｡ (2011年４月11日アクセス)
(16) Financial Times, April 13, 2011. (2011年４月13日アクセス)





４月13日, カタールのドーハで, ｢コンタクト (連絡調整) グループ｣
による初めての会合が開催された｡ ｢コンタクトグループ｣ は, ３月29日
にロンドンで創設され, 国連など国際機関や軍事作戦を遂行する国以外に









膠着状態の中, 仏米英三カ国首脳は, 2011年４月15日付の 『フィガロ』,
『タイムズ』, 『インターナショナル・ヘラルド・トリビューン』 紙に共同
で寄稿し, ｢カダフィが権力にある限り, NATOと関係国は軍事作戦を継
続する｣ と述べると共に, ｢自国民を虐殺するものが, 将来のリビアを担
うことができると考えることはできない｣ として, カダフィの退陣を要求
した｡




｡ だが, この三カ国首脳の寄稿は明確に ｢カダフィの退陣｣
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(18) 『毎日新聞』 2011年４月14日｡ (2011年４月15日アクセス)
(19) 『読売新聞』 2011年４月14日｡ (2011年４月15日アクセス)
(20) Telegraph, April 15, 2011. (2012年11月８日アクセス)





６月８日, ブリュッセルで NATO国防相会議が開催され, カダフィ政
権が瓦解するまで, 同盟の軍事作戦を継続することが確認される｡ NATO




｡ ６月の時点でも, NATO 28カ国中, 空爆に参加して










問題視した上で, インテリジェンス, 監視, 偵察 (Intelligence, Surveil-
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(21) Le Figaro, Juin 8, 2011. (2011年６月９日アクセス)
(22) http://www.defense.gov/speeches/speech.aspx?speechid＝1581 (2011年
12月22日アクセス)
民は同盟に対する関心をなくすであろう｣ と警告した｡ ゲーツ演説は, 欧
州諸国が依然として, 米国に強く依存している現状を批判するものであっ
た｡
ゲーツ演説を受けて, ６月24日, サルコジはブリュッセルの EU首脳会
議後の会見で, ｢ゲーツの見解は著しく適切性に欠けている｡ さらに言え
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(23) Reuters, June 24, 2011. (2011年12月19日アクセス)







捉えられ, 拘束の過程で死亡する｡ シルトは大佐の出身地であった｡ こう
して, リビアにおける長期独裁政権は完全に終焉した｡ 10月21日, サル
コジはカダフィの死を受けて演説を行い, リビア国内の和解と団結の必要
性を訴えた｡ そして, ｢彼が何をしたにせよ, 一人の男の死に対して歓喜














｢保護する責任｣ を軍事的に担いつつ, カダフィ政権の ｢崩壊｣ を待つと
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(24) Le Monde, Octobre 21, 2011. (2011年11月24日アクセス)｡ カダフィ政
権の崩壊を概観した研究としては, 福富満久 ｢カダフィ政権崩壊と未来―
民主化というグローバリゼーションの中で｣ 水谷周 (編) 『アラブ民衆革
命を考える』 国書刊行会, 2011年を参照｡
(25) Le Pont, Octobre 28, 2011. (2011年11月21日アクセス)
(26) http : //www.nato.int / cps /en /natolive /news_80435.htm
れる一方で, 介入側からは, ｢レジーム・チェンジ｣ を求める発言や動き
が時に顕在化した｡ 本章で検討したように, 軍事作戦を主導したフランス
は反政府勢力 ｢国民評議会｣ を早期に承認し, カダフィ政権と断交するな


































ジは ｢フランス軍が, コートジボワールの内政に関与する理由はない｣ と
明言していた
(29)
｡ だが, その後もバグボ側は強硬な姿勢を緩めず, ３月に入っ





アンヌ・ウロト (Anne Ouloto) は, ｢人々が危険にさらされている情勢に
おいて, 国連の迅速な行動を望む｣ と述べ, ｢リビアでは国際社会が結集
したにもかかわらず, コートジボワールに対しては断固とした決断がなさ
れていないことを我々は理解できない｡ 迅速な行動がなされなければなら
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(27) Bellamy, Alex and Williams, Paul, “The new Politics of Protection? 
d’Ivoire, Libya and the Responsibility to Protect,” International Affairs, Vol.
87, No. 4, 2011, p. 832.
(28) 	
17, 2010. (2012年７月18日アクセス)
(29) The Daily Star, January 5, 2011. (2012年７月23日アクセス)
(30) Guardian, March 9, 2011. (2012年８月４日アクセス)
(31) Radio France Internationale (english), March 21, 2011. (2012年７月17
日アクセス)
(32) 佐藤章 ｢コートジボワールの選挙後紛争とワタラ新政権の課題｣ 『ア




であるとして, ｢市民保護｣ のために ｢必要なあらゆる手段を講じる｣ こ
とを要請した｡
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(33) Le Figaro, Avril 8, 2011. (2011年４月８日アクセス)
(34) Security Council Report, Update Report : d’Ivoire, April 20, 2011, pp
12.
(35) Nicolas Sarkozy (Letter to Ban Ki-moon, April 4, 2011),

















にある｣ との現状報告を行った｡ そして, 安保理決議1975に基づき
UNOCIに対して ｢フランス軍と協力して, [コートジボワール] 国民への
重火器による攻撃を防ぐために必要な手段を取る｣ ように指示を出したこ
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日アクセス)
(36) The Australian, April 7, 2011. (2012年７月21日アクセス)
(37) BAN Ki-moon (addressed to the President of the Security Council, April
5, 2011),
http : //www.securitycouncilreport.org / atf / cf /％7B65BFCF9B-6D27-4E9C-
8CD3-CF6E4FF96FF9％7D/Cote d’Ivoire s 2011 221.pdf (2012年７月20日
アクセス)

















他方, バグボは2002年の内戦以来, 反仏姿勢を鮮明にしており, フラ
ンス軍に対して ｢占領軍｣ と述べるなど, 激しい非難を繰り返した｡ ワタ
ラに対しても, 国際通貨基金 (IMF) の理事など要職を務めたその経歴か
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(38) 『産経新聞』 2011年４月５日｡
(39) The Associated Press, April 5, 2011. (2011年４月６日アクセス)
(40) Cable News Netwark, April 3, 2011. (2012年７月27日アクセス)
(41) Barack Obama (Official Statements, April 5, 2011),
http://georgia.usembassy.gov/latest-news/official-statements-2011/president_
on_cte_divoire.html
(42) Reuters, April 4, 2011. (2011年４月５日アクセス)｡ バグボは, ワタラ
が以前コートジボワールの首相を務めていた際の主要な役割が, ｢フラン
スの権益を促進することであった｣ と批判していた｡ 1990年にフランスの
ヌイイ (Neuilly) 市で, 当時市長であったサルコジがワタラの結婚式の
証人を務めたこともあり, 両者は密接な関係にあると見られていた｡











を行い, ｢大統領の職務を引き受ける｣ ことを正式に宣言した｡ その中で,
｢国民の和解｣ の必要性を強調し, 軍の幹部に対して ｢安全と秩序の維持
を保証するため｣ に各々の配置につくことを要請すると共に, 国民に対し
てはそれぞれの経済活動に専念するなど, 日常に復帰することを求めた｡
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アフリカ問題の専門家であるジャン・フランソワ・バイヤール ( Jean-
Francois Bayart) は, ｢多くのアフリカ人にとって, フランス政府は大統
領を追放して, サルコジと IMFとアメリカの友人を大統領に据えたと見
なされる｣ と述べている｡ Reuters, April 12, 2011. (2012年11月５日アクセ
ス)
(43) 『毎日新聞』 2011年４月７日｡





















束し, それをワタラ側に引き渡した｣ という情報が多く出された｡ 例えば,
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(45) 『産経新聞』 2011年４月11日｡
(46) Workers World, April 4, 2011. (2012年11月８日アクセス)
(47) Le Figaro, Avril 13, 2011. (2011年４月13日アクセス)
(48) 	
April 12, 2011. (2012年８月18日アクセス)
的な支配の継続という, いわゆる ｢新植民地主義 (neo-colonialism)｣ と
の批判を避けたいという意向があった｡ その他にも, 外国軍の過剰な介入




















を自制する｣ ことを促すと共に, コートジボワールが ｢希望に満ちた新し






















62(229) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
(49) Reuters, April 12, 2011. (2012年11月５日アクセス)
(50) The New York Times, April 11, 2011. (2012年７月24日アクセス)









議に基づき ｢保護する責任｣ の論理を掲げて遂行された｡ 国際社会に広く
認知された大統領選の結果を踏まえていたこともあり, 介入の当初から
｢レジーム・チェンジ｣ が明確に想定された軍事オペレーションとなった｡
その結果, リビア介入と比べても, ｢保護する責任｣ に基づき ｢必要なあ















ル・クシュネール (Bernard Kouchner) も, ｢保護する責任｣ の観点から
論
説
法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 63(228)
(52) Le Point, Avril 13, 2011. (2012年７月24日アクセス)
(53) 『毎日新聞』 2011年５月８日｡
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(55) New York Times, April 5, 2011. (2011年12月19日アクセス)
(56) Guardian, Marth 20, 2011. (2012年８月29日アクセス)
(57) New York Times, April 5, 2011. (2011年12月19日アクセス)
(58) Ibid..
(59) Foreign Policy, March 22, 2011. (2012年８月25日アクセス)
(60) Charles A. Kupchan, “Libya’s Strains on NATO,” Council on Foreign
Relations, April 4, 2011. (2011年４月５日アクセス)
2009年４月, サルコジは NATO統合軍事機構への復帰を果たし, NATO


















｣ と述べて, 同盟において欧州諸国が積極的な役割を担う, い
わゆる ｢NATOの欧州化｣ に向けての強い意志を表していた｡ 以上のよ
論
説
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｢コンコルディア｣ 作戦が, 最初の軍事オペレーションとなった｡ その後,
2009年のリスボン条約の発効に伴い, ESDP は共通安全保障防衛政策
(CSDP) と改称した｡
(62) de la 	
et nationale : Le Livre Blanc,
2008,
archives.livreblancdefenseetsecurite.gouv.fr / IMG/pdf / livre_blanc_tome1_
partie1.pdf.
(63) www.elysee.fr / president / les-dossiers /defense /europe-de-la-defense /
europe-de-la-defense.6637.html.
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この演説からは, サルコジが仏英主導の軍事作戦を評価しつつも, 依然
として欧州には多くの課題があることを強く認識していたことや, リビア




側面以外には, 翌年の大統領選挙を想定していたことなど, ある種 ｢一時






























































68(223) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
(65) Nicolas Sarkozy (Discours, Palais de 	
31, 2011),
http : //www.rpfrance-otan.org /Conference-des-Ambassadeurs
(66) Financial Times, April 10, 2011. (2011年４月11日アクセス)




治学者ニコル・バシャロン (Nicole Bacharon) も, ｢リビア介入は倫理的






の目的があり, 同じように, コートジボワール介入も ｢保護する責任｣ に
基づく軍事作戦であることからしても, フランスの権益のみに基づくと解
することはできない｡ しかし, その一方で, 旧植民地という歴史的な関係
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(68) National Public Radio, April 9, 2011. (2012年11月２日アクセス)
(69) 佐藤章は, コートジボワール, ガボン, セネガル, チャド, ジブチの
５カ国をアフリカにおける特に関係が密接な国として挙げ, カメルーンな
どその他の15カ国と合わせた20カ国をフランスの影響力が強い ｢勢力圏｣
と位置づけている｡ 佐藤章 ｢フランスの軍事政策とアフリカの紛争｣ 川端
正久 (他) 『紛争解決：アフリカの経験と展望』 ミネルヴァ書房, 2010年,
119頁｡
(70) Le Figaro, Avril 3, 2011. (2011年４月５日アクセス)











上, 重要な基盤であった点も指摘できる｡ 佐藤は, ｢フランスがアフリカ
に対して積極的な軍事関与を行い, 『勢力圏』 の維持を図るという方針を
支えたのは, 『偉大さ』 の追求という大局的な外交方針であった｣ と分析
している
(74)
｡ 山田文比古は, ｢フランスは, 脱植民地化の過程で, あらゆる
手段を使ってアフリカを自己の勢力下に留めようとした｡ その結果, アフ
リカは今もフランス外交の大きな柱の一つとして重要な位置を占めている｣




















70(221) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
(71) Allafrica, April 5, 2011. (2012年11月１日アクセス)
(72) National Broadcasting Company News, April 5, 2011. (2012年７月27日
アクセス)
(73) The Financial Times, April 8, 2011. (2012年11月２日アクセス)｡ ジャー
ナリストのピエール・アスキ (Pierre Haski) は, コートジボワール介入
を受けて, ｢サルコジ政権下においても, 経済的権益と政治的なご都合主
義といったフランスのアフリカ政策が続いている｣ と述べている｡ The
Guardian, April 12, 2011. (2012年10月31日アクセス)
(74) 佐藤 ｢フランスの軍事政策とアフリカの紛争｣, 137頁｡









のように ｢勢力圏｣ としてのアフリカは, 伝統的にフランスにとって国際





) は, 今回の介入を批判した上で, フランスが依然としてガボン
(Gabon), カメルーン (Cameroon), コンゴ (Congo), チャド (Chad),
トーゴ (Togo) といったアフリカの独裁国家を支援し続けていることを












法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 71(220)
(76) 片岡貞治 ｢アフリカ紛争予防：フランスの視点 (仏の対アフリカ政策
から)｣ 平成12年度自主研究 『現代アフリカの紛争問題及び紛争解決の模
索』 日本国際問題研究所, 2000年, 54頁｡
(77) 片岡 ｢アフリカ紛争予防｣, 56頁｡
(78) The New York Times, April 17, 2011. (2012年７月18日アクセス)
(79) Guardian, April 12, 2011. (2012年８月14日アクセス)｡ アフリカ問題




入を批判している｡ Reuters, April 12, 2011. (2012年11月５日アクセス)
さて, それでは本節の最後に, こうした批判に対するサルコジの発言を




しなかったが, その結果, 『新植民地主義』 と批判されると同時に無関心







お わ り に






ること, 換言すれば, そうした伝統の多くを ｢遺産｣ として継承している
ことが理解できた｡

















72(219) 法と政治 64巻 1号 (2013年 4月)
(80) Nicolas Sarkozy (Discours, Palais de 	
31, 2011),
http : //www.rpfrance-otan.org /Conference-des-Ambassadeurs.
の延長線上に ｢レジーム・チェンジ｣ がなされた軍事介入については, 混
乱状態にあった国内秩序を一定のレベルで回復させたという観点から評価
することができる一方で, こうした軍事力が前面に出る形での ｢レジーム・














法と政治 64巻 1号 (2013年 4月) 73(218)















Military intervention in the Sarkozy regime
―A Case Study : Libya and Cote d’Ivoire
Kentarou YAMAMOTO
Introduction
1 Military intervention in Libya
(1) Responsibility to Protect and military intervention
(2) Deployment of military operations
2 Military intervention in Cote d’Ivoire
(1) Post-election turmoil and Military intervention
(2) Deployment of military operations
3 Military intervention and historical significance
(1) Reason for Libya intervention
(2) Reason for Cote d’Ivoire intervention
Conclusion
